
(証券コード ５６９５)
2023年６月１日

（電子提供措置の開始日2023年５月30日）

株 主 各 位
千 葉 県 柏 市 十 余 二 217 番 地

パウダーテック株式会社
代表取締役社長 仲 子 啓

第57回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。

さて、当社第57回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあ

げます。

本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措

置事項）について電子提供措置をとっており、インターネット上のウェブサイトに掲

載しておりますので、以下ウェブサイトにアクセスいただき、ご確認くださいますよ

うお願い申しあげます。

＜当社ウェブサイト＞
https://www.powder-tech.co.jp/investors/info.html
上記ウェブサイトにアクセスいただき、「決算情報」の「２０２４年３月
期（２０２３年度）」の「招集通知」をご確認ください。

＜東京証券取引所ウェブサイト＞
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
上記ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「パウダー
テック」または「コード」に当社証券コード「５６９５」（半角）を入
力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書
類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。

なお、当日ご出席されない場合は、お手数ながら後記もしくは電子提供措置事項に

掲載の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使書用紙もしくは

インターネットにより２０２３年６月２２日(木曜日)午後５時３０分までに議決権を

ご行使くださいますようお願い申しあげます。

敬 具

― 1 ―

2023年05月17日 22時25分 $FOLDER; 1ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



記

1. 日 時 2023年６月23日（金曜日）午前10時（受付開始 午前9時）

2. 場 所 千葉県柏市高田1201番12

当社本社事務所３階 大会議室

3. 会議の目的事項

報 告 事 項 1.第57期(2022年４月１日から2023年３月31日まで)事業報告、連結

計算書類ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査

結果報告の件

2.第57期(2022年４月１日から2023年３月31日まで)計算書類報告の

件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 取締役10名選任の件

以 上

ご送付している書面は、書面交付請求に基づく電子提供措置事項記載書面を兼ねて
おります。

電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容
を掲載いたします。
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議決権行使についてのご案内

書面による議決権行使

インターネットによる議決権行使

2023年６月22日（木曜日）
午後５時30分到着分まで

2023年６月22日（木曜日）
午後５時30分行使分まで

2023年６月23日（金曜日）
午前10時(受付開始 午前９時)

行使期限

行使期限

開催日時

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご記入いただきご送付

ください。

パ ソ コン を ご 利 用 の 方 は、議 決 権 行 使 ウ ェ ブ サ イト

（https://www.web54.net）にアクセスしていただくことで議決権

を行使できます。詳細は次頁のご案内をご高覧のうえ、画面の案

内にしたがって賛否を入力してください。

スマートフォンをご利用の方は、議決権行使書用紙に記載の「スマー

トフォン用議決権行使ウェブサイトログインQRコード」を読み取り

いただくことで議決権を行使できます。詳細は同封の「『スマート

行使』の使い方」をご高覧のうえ、画面の案内にしたがって賛否を

入力してください。

当日ご出席の際は、お手数ながら本招集ご通知をご持参いただくと共

に同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願

い申しあげます。

事前に議決権を行使いただく場合

株主総会にご出席される場合

ご注意事項
※書面（議決権行使書）とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネットによる議決権行使の内容を有効なものと

してお取扱いいたします。

※インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された内容を有効なものとしてお取扱いいたします。

※議決権行使書用紙に議案に対する賛否のご表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとしてお取扱いいたします。

※当社では、定款第18条の定めにより代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主様１名に委任することができます。

この場合は、代理権を証明する書面をご提出ください。
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パソコン等から、議決権行使ウェブサイト

パソコン等による方法

https://www.web54.net

2023年６月22日（木曜日）

午後５時30分行使分まで

①議決権行使ウェブサイトへアクセスする

②ログインする

「次へすすむ」をクリックしてください。

以降は画面の案内に従って

ご入力ください。

ご不明な点につきましては、以下にお問い合わせください。

議決権行使について その他のご照会

0120-652-031 0120-782-031（9:00 ～ 21:00） （平日 9:00 ～ 17:00）

●インターネットによる議決権行使について●

行使期限

同封の議決権行使書用紙に記載された「議決

権行使コード」をご入力いただき、「ログイン」

をクリックしてください。

にアクセスし、同封の議決権行使書用

紙に記載の議決権行使コードおよびパ

スワードをご利用のうえ、画面の案内

に従って議案に対する賛否をご入力く

ださい。

※議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際の

接続料金および通信料金等は株主様のご負担と

なります。

※インターネットのご利用環境、ご加入のサービ

スやご使用の機種によっては、議決権行使ウェ

ブサイトをご利用いただけない場合があります。

株主名簿管理人 三井住友信託銀行株式会社 証券代行部
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事 業 報 告

(2022年４月１日から2023年３月31日まで)

1. 企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過およびその成果

■事業の全般的状況

当期における経済情勢は、新型コロナウイルス感染症対策が緩和される一方、

中国でのロックダウンやウクライナ情勢の長期化により、サプライチェーンの

混乱やエネルギー価格の高騰など先行きに不透明感が増しました。また、米国

では景気は回復基調が続きましたが、インフレ抑制のための金融引き締めが行

われ、欧州では高インフレが続き、欧米の景気回復のペースは鈍化しました。

中国ではゼロコロナ政策の影響や不動産市場の停滞で景気は減速しました。日

本では資源価格の上昇と円安による物価高の影響はあったものの、行動制限の

緩和を受け個人消費は持ち直しの動きがみられました。

当社の主力製品である電子写真用キャリアの需要は、経済活動やオフィス稼

働率の回復はあったものの、半導体等の不足や物流の混乱の影響もあり、前期

並みとなりました。

食品の品質保持に使用される脱酸素剤の需要は、行動制限の緩和を受け、前

期を上回りました。

この様な市場環境下、当期の連結売上高は鉄粉関連製品の販売終了はあった

ものの、8,834百万円（前期比0.03％減）となりました。

損益面におきましては、エネルギーおよび原材料価格の値上がりと減価償却

費の増加により、連結営業利益は700百万円（前期比37.2％減）となり、営業外

損益を加えた連結経常利益は741百万円（前期比34.7％減）となりました。

特別損益では、利益として鉄粉販売先の紹介手数料40百万円、損失として固

定資産処分損49百万円を計上いたしました。

この結果、連結税金等調整前当期純利益は731百万円（前期比33.7％減）とな

り、法人税、住民税及び事業税、ならびに法人税等調整額を差し引いた親会社

株主に帰属する当期純利益は544百万円（前期比33.5％減）となりました。

― 5 ―

2023年05月17日 22時25分 $FOLDER; 5ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



■セグメントごとの状況

機能性材料事業

当セグメントにおきましては、電子写真用キャリアの需要は前期並みでした

が、エネルギーおよび原材料価格の値上がりによる販売価格の適正化を進めた

結果、売上高は7,456百万円（前期比1.3％増）となりました。セグメント利益

は、主にエネルギーおよび原材料価格の上昇に対し販売価格の適正化が遅れた

ことと減価償却費の増加により1,034百万円（前期比28.4％減）となりました。

鉄粉事業

当セグメントにおきましては、脱酸素剤関連製品は増販となりましたが、鉄

粉関連製品の販売を、2022年9月末をもって終了したため、売上高は1,378百万

円（前期比6.8％減）となりました。セグメント利益は、原材料価格の値上がり

を増販益と販売価格の適正化により相殺し113百万円（前期比0.7％減）となり

ました。

なお、当セグメントの名称を2023年4月1日より「品質保持剤事業」に変更い

たしました。

(2) 資金調達等についての状況

①資金調達の状況

当期中は、増資等による資金調達は行っておりません。

②設備投資の状況

当期において実施いたしました設備投資の総額は624百万円で、主要なもの

は、新福利厚生棟の建設358百万円およびキャリア製造設備74百万円でありま

す。

(3) 対処すべき課題

当社グループは、３ヵ年ごとに中期経営計画を策定し、各年度の課題に取り

組むことにより事業展開を図っております。

■中期経営計画「２２中計」の進捗状況

2022年４月からスタートした「２２中計」においては、当社の経営理念をも

とに「独自技術で社会課題を解決し、社会に必要とされる『エッセンシャル企

業』を目指す」をありたい姿とし、「既存事業の収益性維持強化」「新規事業の

利益貢献実現」「新規事業の継続的育成」「事業基盤を支える本社機能強化」の

４つの基本方針のもと、目標達成に向けて取り組んでおります。
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外部環境の変化としましては、新型コロナ禍からの景気回復が想定とおり進

まなかったことと、ウクライナ情勢に起因する原燃料の高騰とサプライチェー

ンの混乱および半導体をはじめとする物不足などがあげられます。

2022年度は、機能性材料事業においては、中国でのロックダウンの影響や半

導体不足による複合機等の生産抑制でキャリアの需要は計画より若干減少いた

しました。また、新規機能性材料については、世界的なIT関連の景気減速の影

響を受け、本格的な量産移行が遅れている状況です。鉄粉事業においては、新

型コロナ禍が長引き、脱酸素剤の需要回復が遅れました。なお、鉄粉関連の事

業構造改革は計画通り実施いたしました。損益としましては、エネルギーおよ

び原材料価格の上昇が想定を上回り、販売価格の適正化を進めましたが、経常

利益は目標を下回りました。

2023年度は、世界的なインフレや金融不安等、世界経済の減速懸念は残りま

すが、アフターコロナが本格化することを前提に業績を予想いたしました。機

能性材料事業においては、キャリアの需要は中期計画を若干下回りますが、新

規機能性材料の本格的な量産立上げを見込みました。品質保持剤事業（鉄粉事

業から名称変更）においては、脱酸素剤の需要は回復すると見込みました。以

上から、経常利益は１０億円と予想いたしました。

経営目標の進捗状況は以下のとおりであります。

２２中計目標 進捗状況

2022年度 2023年度 2024年度 2022年度決算 2023年度予想

経常利益 10.0億円 11.3億円 13.4億円 7.4億円 10.0億円

ＲＯＥ 5.9％ 6.2％ 6.9％ 4.4% 5.5％

新規機能性材
料売上高比率

3.2％ 5.2％ 7.8％ 0.8% 3.6％

2023年度までの進捗状況は上記のとおりですが、各事業の基本戦略とESG経営

の推進に取り組み、最終年度の目標とありたい姿を目指し企業価値の向上に努

めてまいります。

皆様方の引き続き変わらぬご支援ご協力を賜りますようお願い申しあげます。
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（ご参考）中期経営計画「２２中計」（2022年４月～2025年３月）の概要

１. 経営理念

・技術を以て社会の繁栄に貢献する

・誠実を以て貫く

・チャレンジ精神、開拓精神に徹する

・社会のニーズに迅速に対応する

２. ありたい姿

独自技術で社会課題を解決し、社会に必要とされる『エッセンシャル企業』

を目指す

３. マテリアリティ

・収益基盤事業の維持向上

・新規事業の継続的創出

・持続可能な環境整備

・本社機能の強化

４. 中計基本方針

・既存事業の収益性維持強化

・新規事業の利益貢献実現

・新規事業の継続的育成

・事業基盤を支える本社機能強化（ESG経営推進）

５. 財務KPI（経営目標）

2021年度実績 2022年度目標 2023年度目標 2024年度目標

経常利益 11.4億円 10.0億円 11.3億円 13.4億円

ＲＯＥ 6.8％ 5.9％ 6.2％ 6.9％

新規機能性材
料売上高比率

1.3％ 3.2％ 5.2％ 7.8％

６. 非財務KPI

・ガバナンス強化

・働く環境 / 従業員満足度

・社会的評価 / IR活動・情報開示

・環境 / エネルギー原単位およびCO ₂ 削減
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７.事業部門の基本戦略

（1）機能性材料事業

・徹底した改善と効率化によるコストダウンの実現

・キャリア商品開発において、お客様の新機種への搭載率を向上

・微粒フェライト粉の供給体制を確立

・新規市場のマーケティング強化と新製品の上市加速により計画プラスα

の売上を目指す

（2）鉄粉事業（2023年４月１日から品質保持剤事業に名称変更）

（脱酸素剤事業）

・営業の効率化（DXツール活用）と水分依存型一体化脱酸素剤を中心とし

た拡販

・労働生産性向上・省力化と歩留改善によるコストダウン強化

・環境配慮型脱酸素剤包材や酸素検知剤の強みを活かした新製品による新

市場開拓の加速

（鉄粉事業）

・鉄粉事業の事業構造改革推進
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(4) 財産および損益の状況

①企業集団の財産および損益の状況

区 分
2019年度

(2020年３月期)
2020年度

(2021年３月期)
2021年度

(2022年３月期)

2022年度
(2023年３月期)

(当 期)

売 上 高(千円) 10,661,263 7,706,930 8,837,203 8,834,274

経 常 利 益(千円) 1,580,054 277,415 1,135,262 741,481

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

(千円) 1,094,550 172,769 817,838 544,194

1 株 当 た り 当 期 純 利 益 369円36銭 58円51銭 282円29銭 187円84銭

総 資 産(千円) 15,259,957 14,092,035 15,431,547 14,742,138

純 資 産(千円) 12,049,698 11,741,295 12,328,796 12,653,377

1 株 当 た り 純 資 産 4,066円37銭 4,052円64銭 4,255円48銭 4,367円63銭

(注) 2021年度より収益認識に関する会計基準を適用しております。

②事業報告作成会社の財産および損益の状況

区 分
2019年度

(2020年３月期)
2020年度

(2021年３月期)
2021年度

(2022年３月期)

2022年度
(2023年３月期)

(当 期)

売 上 高(千円) 10,710,360 7,694,793 8,382,478 8,340,126

経 常 利 益(千円) 1,588,701 257,918 1,084,256 681,173

当 期 純 利 益(千円) 1,100,691 161,052 783,321 505,535

1 株 当 た り 当 期 純 利 益 371円43銭 54円54銭 270円37銭 174円50銭

総 資 産(千円) 15,005,557 13,937,992 15,234,248 14,429,881

純 資 産(千円) 11,966,302 11,655,272 12,206,706 12,480,284

1 株 当 た り 純 資 産 4,038円22銭 4,022円94銭 4,213円34銭 4,307円88銭

(注) 2021年度より収益認識に関する会計基準を適用しております。

(5) 当該事業年度の末日における企業集団の主要な事業内容

当社の企業集団は、次の製品の製造販売を主な事業とし、これらに付帯する

事業を営んでおります。

セグメント 主な取扱製品

機能性材料事業 電子写真用キャリア、フェライト系磁性粉、各種機能性微粒子

鉄粉事業 脱酸素剤およびその関連商品

(注) 2023年４月1日付で、セグメント名称を鉄粉事業から品質保持剤事業に変更しております。
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(6) 当該事業年度の末日における企業集団の主要な拠点等

①企業集団の主要な拠点

当社 パウダーテック株式会社
本社 千葉県柏市
工場 千葉県柏市

子会社 パウダーテックインターナショナルコープ 本社 米国インディアナ州バルパレイソ市

子会社 株式会社ワンダーキープ高萩
本社 千葉県柏市
工場 茨城県高萩市

②企業集団の使用人の状況

ア．企業集団の使用人数

セグメント 使用人数 前期末比増減

機能性材料事業 150名（―名） 21名増（ ― ）

鉄粉事業 52名（39名） 3名減（ 2名減）

全社（共通） 63名（ 8名） 3名減（ ― ）

合計 265名（47名） 15名増（ 2名減）

(注)１．使用人数は就業人員であり、臨時従業員は（ ）内に外数で平均雇用人員（1日８時
間換算）を記載しております。

２．臨時従業員には、臨時工、パートタイマーを含み、派遣社員を除いております。
３．全社（共通）は、事業部門に属さない管理部門等の従業員であります。

イ．当社の使用人の状況

使用人数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

216名（8名） 16名増（ ― ） 45.6歳 17.4年

(注)１．使用人数は就業人員であり、臨時従業員は（ ）内に外数で平均雇用人員（1日８時
間換算）を記載しております。

２．臨時従業員には、臨時工、パートタイマーを含み、派遣社員を除いております。
３．平均年齢および平均勤続年数には臨時従業員を含んでおりません。

(7) 重要な親会社および子会社の状況

①親会社の状況

該当事項はありません。
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②重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主な事業内容

パウダーテック
インターナショナルコープ
英文名 POWDERTECH

INTERNATIONAL CORP.

10,000米ドル 100％ キャリア製品販売

株式会社ワンダーキープ高萩 100,000千円 100％
脱酸素剤等の品質保持剤
の製造ならびに販売

③企業結合の成果

上記の重要な子会社を含む企業集団の当期の売上高は8,834百万円 (前期比

0.03％減）となりました。また、経常利益は741百万円（前期比34.7％減）、親

会社株主に帰属する当期純利益は544百万円（前期比33.5％減）となりました。

なお、連結対象子会社は2社で、持分法適用会社はありません。

④その他の重要な企業結合の状況

三井金属鉱業株式会社は、当社の議決権を35.50%所有しており、当社は同社

の持分法適用の関連会社であります。

(8) 主要な借入先および借入額

該当事項はありません。

(9) 剰余金の配当等を取締役会が決定する旨の定款の定めがあるときの権限の行使

に関する方針

当該定款の定めはありません。

(10) その他の記載事項

該当事項はありません。
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2. 株式に関する事項

(1) 発行可能株式総数 7,200,000株

(2) 発行済株式の総数 2,970,000株（自己株式72,920株を含む)

(3) 株主総数 1,194名（前期末比89名増）

(4) 大株主の状況(上位10名)

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株式会社南悠商社 1,094,720株 37.79％

三井金属鉱業株式会社 1,026,300株 35.43％

パウダーテック従業員持株会 102,736株 3.55％

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 38,900株 1.34％

光通信株式会社 27,600株 0.95％

BNYM RE BNYMLB RE GPP CLIENT
MONEY AND ASSETS AC

22,700株 0.78％

木村 文彦 16,500株 0.57％

丸田 卓 14,000株 0.48％

田中 新一郎 13,000株 0.45％

畑野 公一郎 11,000株 0.38％

(注) 持株比率は、自己株式（72,920株）を控除して計算しております。

3. 新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

4. 当社の会社役員に関する事項

(1) 取締役および監査役の氏名等 （2023年3月31日現在）

地 位 氏 名 担 当 重要な兼職の状況

代表取締役会長 菊池 節 ㈱南悠商社代表取締役社長
京葉瓦斯㈱代表取締役会長

代表取締役社長
社長執行役員

仲子 啓 パウダーテックインターナショナル
コープ取締役社長

取締役 中川 達也 弁護士（染井・前田・中川法律事務
所パートナー）
㈱ネオマーケティング社外取締役監
査等委員
㈱グッピーズ社外監査役

取締役 樋口 真道 ㈱南悠商社総務部長

取締役 納 武士 三井金属鉱業㈱代表取締役社長

取締役
常務執行役員

倉持 正一 管理本部長
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地 位 氏 名 担 当 重要な兼職の状況

取締役
常務執行役員

久保田 洋 鉄粉事業部長 ㈱ワンダーキープ高萩代表取締役社
長

取締役
執行役員

板越 剛 生産本部長

取締役
執行役員

丸山 憲行 営業本部長

取締役 森 隆男 公認会計士森隆男事務所所長
京葉瓦斯㈱社外取締役
青南監査法人代表社員

常勤監査役 山縣 誠

監査役 中村 政昭 ㈱南悠商社営業部長

監査役 落合 健司 三井金属鉱業㈱執行役員経営企画本
部コーポレートコミュニケーション
部長

(注) １．取締役 中川 達也氏、取締役 樋口 真道氏、取締役 納 武士氏および取締役 森 隆男氏は、
会社法第2条第15号に定める社外取締役であります。

２．監査役 山縣 誠氏、監査役 中村 政昭氏および監査役 落合 健司氏は、会社法第2条第16号
に定める社外監査役であります。

３．取締役 中川 達也氏および取締役 森 隆男氏は東京証券取引所の定めに基づく独立役員と
して、同証券取引所に届け出ております。

４．2023年4月1日において、取締役 兼 常務執行役員 久保田 洋氏の担当は、組織名称変更に
より品質保持剤事業部長に異動となっております。
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（ご参考）取締役会のスキルマトリックス

当社は、取締役会を経営理念、行動指針、経営戦略に照らし、当社が必要とする豊

富な経験、高い見識、高度な専門性と能力を有する当社取締役に相応しい人物により

構成することとしております。

具体的には、当社の中長期的な課題と中期経営計画の達成のために必要と考えられ

るスキルを特定しております。これらについては必要に応じて見直しをする予定であ

ります。

氏名
企業
経営

事業
戦略

財務
会計

法務、
コンプ
ライア
ンス

人事/
労務、
人材
開発

製造
技術、
研究
開発

営業、
マーケ
ティン
グ

国際性

菊池 節 ● ● ●

仲子 啓 ● ● ● ●

中川 達也 ● ●

樋口 真道 ● ● ●

納 武士 ● ● ● ●

倉持 正一 ● ● ●

久保田 洋 ● ● ●

板越 剛 ● ● ●

丸山 憲行 ● ● ● ●

森 隆男 ● ●

(2) 当事業年度中に辞任した会社役員に関する事項

辞任時の会社に
おける地位

氏 名 辞任時の担当および重要な兼職の状況 辞任日

取締役相談役 佐藤 祐二 ― 2022年6月24日

(3) 責任限定契約の内容の概要

当社は社外取締役 中川 達也氏および社外取締役 森 隆男氏と責任限定契約

を締結しており、会社法第423条第1項の責任について、その職務を行うにつき

善意でかつ重大な過失がないときは、法令で定める責任限度額に限定しうる旨

を定めております。
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(4) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会

社との間で締結しております。当該保険契約の被保険者は、当社および国内連

結対象子会社の取締役、監査役、執行役員であり、当該保険契約の保険料は当

社が全額負担しております。

当該保険契約により被保険者が職務に起因して損害賠償責任を負った場合、

被保険者が負担する損害を当該保険契約により補填することとしております。

(5) 当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等

①取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

取締役の報酬決定の方針および基準については、取締役会で決議し、内規と

して定めております。

当社は、任意の指名・報酬委員会を設置しており、取締役の報酬は株主総会

で決議された限度額の範囲内において、取締役会から一任を受けた指名・報酬

委員会にて内規に基づき公正かつ透明性をもって審議のうえ、個人別に決定し

ております。

（報酬体系と決定プロセス）

取締役の報酬は、基礎報酬と業績報酬で構成されています。

基礎報酬については、会社業績、世間水準などを総合的に勘案したうえで社

長の基礎報酬を設定しており、各役位の取締役の基礎報酬は、社長の基礎報酬

を基準として役位毎の比率を目安に算出しております。

業績報酬については、連結経常利益、配当等を総合的に勘案したうえで社長

の業績報酬を決定し、各役位の取締役の業績報酬は、社長の業績報酬を基準と

して役位毎の比率を目安に算出しております。加えて、担当部門の業務執行成

果に応じた評価を行い、加減算を実施しております。なお、社外取締役につい

ては、業績報酬はありません。

業績報酬の評価指標として連結経常利益を用いる理由は、中期経営計画で連

結経常利益を経営目標としているためであります。

業績報酬の評価指標となる2022年3月期の連結経常利益の実績は1,135百万円

であります。

取締役の個人別の報酬等の内容の決定に当たっては、指名・報酬委員会が取

締役会で承認された方法に基づき、方針との整合性を含め多角的な検討を行っ

ており取締役会は方針に沿うものと判断しております。
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②取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

取締役の報酬限度額は、2018年6月28日開催の第52回定時株主総会において使

用人分給与を含まず年額300,000千円以内（うち社外取締役分は年額30,000千円

以内）と決議いただいております。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数

は８名（うち社外取締役３名）です。

監査役の報酬限度額は、2018年6月28日開催の第52回定時株主総会において年

額50,000千円以内と決議いただいております。当該定時株主総会終結時点の監

査役の員数は３名（うち社外監査役２名）です。

③取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項

個人別の報酬の決定については、具体的な業績等の評価について審議を要す

るため、2022年6月24日に任意の指名・報酬委員会に委任しております。

指名・報酬委員会の構成員は取締役の中から取締役会決議により選定いたし

ます。当事業年度の構成員は代表取締役会長 菊池 節氏、代表取締役社長兼社

長執行役員 仲子 啓氏、社外取締役（独立）中川 達也氏、社外取締役 納 武士

氏および社外取締役（独立）森 隆男氏の５名であります。なお、議長は社外取

締役（独立）中川 達也氏であります。

④取締役および監査役の報酬等の額

役員区分
報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる役員の

員数（名）基礎報酬 業績報酬

取締役
（うち社外取締役）

108,344
(11,040)

73,253
(11,040)

35,091
(―)

11
（4)

監査役
（うち社外監査役）

20,899
(20,899)

20,899
(20,899)

―
3

（3)

合計 129,243 94,152 35,091 14

(注) １．上記取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２．監査役の報酬は、株主総会で決議された限度額の範囲内において、監査役の協議によって

決定しております。
３．上記人数には、2022年６月24日開催の第56回定時株主総会終結の時をもって退任した取締

役１名が含まれております。また、上記報酬等の額には同取締役１名の当事業年度におけ
る報酬等の額が含まれております。
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「社外役員に関する事項」

(6) 他の法人等の重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係

地 位 氏 名 兼 職 先 重要な兼職の状況

取締役 中川 達也 染井・前田・中川法律事務所
㈱ネオマーケティング
㈱グッピーズ

弁護士
社外取締役監査等委員
社外監査役

取締役 樋口 真道 ㈱南悠商社 総務部長

取締役 納 武士 三井金属鉱業㈱ 代表取締役社長

取締役 森 隆男 公認会計士森隆男事務所
京葉瓦斯㈱
青南監査法人

所長
社外取締役
代表社員

監査役 中村 政昭 ㈱南悠商社 営業部長

監査役 落合 健司 三井金属鉱業㈱
執行役員経営企画本部コーポレ
ートコミュニケーション部長

(注) １．㈱南悠商社は当社の議決権を37.86％所有する株主であります。
２．三井金属鉱業㈱は当社の議決権を35.50％所有する株主であります。
３．㈱南悠商社、三井金属鉱業㈱および京葉瓦斯㈱から原材料の仕入等を行っております。
４．染井・前田・中川法律事務所、㈱ネオマーケティングおよび㈱グッピーズと当社との間に

は、契約関係等はありません。
５．公認会計士森隆男事務所および青南監査法人と当社との間には、契約関係等はありません。

(7) 会社または会社の特定関係事業者の業務執行者との親族関係

該当事項はありません。
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(8) 各社外役員の主な活動状況

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取締役 中川 達也 当事業年度において12回開催された取締役会のうち全回に
出席し、議案・審議等につき社外取締役の立場および弁護
士としての専門的見地から必要な発言を適宜行っておりま
す。また、指名・報酬委員会の議長として当事業年度開催
の委員会4回の全回に出席し、客観的立場から役員候補や
取締役の業績の評価等を審議し発言を適宜行っておりま
す。

取締役 樋口 真道 当事業年度において12回開催された取締役会のうち全回に
出席し、議案・審議等につき社外取締役の立場から必要な
発言を適宜行っております。

取締役 納 武士 当事業年度において12回開催された取締役会のうち10回に
出席し、議案・審議等につき社外取締役の立場から必要な
発言を適宜行っております。また、指名・報酬委員会の構
成員として当事業年度開催の委員会4回のうち3回に出席
し、客観的立場から役員候補や取締役の業績の評価等を審
議し発言を適宜行っております。

取締役 森 隆男 当事業年度において12回開催された取締役会のうち全回に
出席し、議案・審議等につき社外取締役、公認会計士およ
び税理士の立場から必要な発言を適宜行っております。ま
た、指名・報酬委員会の構成員として当事業年度開催の委
員会4回の全回に出席し、客観的立場から役員候補や取締
役の業績の評価等を審議し発言を適宜行っております。

監査役 山縣 誠 当事業年度において12回開催された取締役会のうち全回、
また、5回開催された監査役会のうち全回に出席し、議
案・審議等につき社外監査役の立場から必要な発言を適宜
行っております。

監査役 中村 政昭 当事業年度において12回開催された取締役会のうち全回、
また、5回開催された監査役会のうち全回に出席し、議
案・審議等につき社外監査役の立場から必要な発言を適宜
行っております。

監査役 落合 健司 当事業年度において12回開催された取締役会のうち全回、
また、5回開催された監査役会のうち全回に出席し、議
案・審議等につき社外監査役の立場から必要な発言を適宜
行っております。

(9) 社外役員の報酬等の総額

事業報告17ページに記載のとおり。

(10) 当社の子会社の役員を兼任している場合の子会社からの役員報酬等の総額

該当事項はありません。
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5. 会計監査人に関する事項

(1) 氏名または名称

有限責任 あずさ監査法人

(2) 辞任したまたは解任された会計監査人に関する事項

該当事項はありません。

(3) 現在の業務停止処分に関する事項

該当事項はありません。

(4) 過去二年間の業務停止処分に関する事項のうち、会社が事業報告の内容とすべ

きと判断した事項

該当事項はありません。

(5) 責任限定契約に関する事項

該当事項はありません。

(6) 会計監査人の報酬等の額

当事業年度に係る報酬等の額 18,000千円

当社および当社子会社が支払うべき金銭
その他の財産上の利益の合計額

18,000千円

（注）１．上記は、公認会計士法第２条第１項に規定する業務（監査証明業務）に基づく報酬
であります。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引
法に基づく監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、
上記の金額にはこれらの合計額を記載しております。

３．監査役会は、会計監査人の監査計画と監査体制、過年度における職務執行状況や報
酬見積りの妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等の額につき、会社法第399
条第1項の同意を行っております。

(7) 解任または不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人が会社法第３４０条第１項各号に定める事由に該当

すると判断したときは、監査役全員の同意により会計監査人を解任いたします。

また、監査役会は、当社の都合により株主総会に提出する会計監査人の不再

任に関する議案の内容を決定するほか、会計監査人の責に帰すべき事由等によ

り監査契約を継続することができないと判断した場合には、株主総会に提出す

る会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。

なお、いずれの場合も監査役会は、株主総会に提出する新たな会計監査人の

選任に関する議案の内容を決定いたします。
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6. 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

当社は、業務の適正を確保するための体制に関し取締役会決議により「内部統

制システムの基本方針」として定めています。

(1) 当社および当社子会社の取締役、使用人の職務の執行が法令および定款に適合

することを確保するための体制

当社および当社子会社の取締役、使用人の職務の執行が法令および定款に適

合することを確保するために、当社グループにおける「行動指針」を規範とし、

取締役および使用人が遵守すべき、「取締役会規則」、「職務権限規則」、「職務分

掌規則」等の社内規則を定め、コンプライアンス体制とする。さらに、社長以

下執行役員により構成される執行役員会を原則毎週定例的に開催し、順法体制

の確保およびより一層の強化に努める。

市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力および団体との一切の関

係を持たず、反社会的勢力および団体からの不当な要求等に対しては警察等関

連機関と連携し毅然とした態度で臨む。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

取締役の職務の執行に係る情報については、「文書規則」等の社内規則に基づ

いて、文書または電磁的媒体に記録し、保存および管理を行う。

(3) 当社および当社子会社の損失の危機の管理に関する規定その他の体制

当社および当社子会社の業務執行に係る財務、投資、品質、環境、労働災害、

火災、自然災害等に係るリスクの発生の未然防止、発生したリスクに対処する

ため、「内部情報管理規則」、「デリバティブ取引社内管理規則」等の社内規則な

らびに国際標準化機構（ＩＳＯ）で定めた品質、環境および労働安全衛生のマ

ネジメントシステムに基づき、執行役員会、安全衛生委員会、ＡＴＡＣ委員会

（各マネジメントシステム、品質保証案件等に関する最高決定機関）等において

当社および当社子会社の業務執行におけるリスクの把握および評価を行い、効

果的な対策を迅速に講ずる体制とする。

(4) 当社および当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保す

るための体制

取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、取締役会を毎

月１回定例的に開催する他、社長以下執行役員により構成される執行役員会を

原則毎週定例的に開催する等の体制をとる。また、当社子会社を含む決裁権限

を明確にするために経営に関する担当区分を定め、意思決定の効率化を図る。
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(5) 当社ならびにその子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するため

の体制

当社グループの一員として「行動指針」を遵守し、業務の適正化を図る。子

会社の経営管理については、社内規則に則り、予算、決算、重要人事等に関し

適切に実施する。また、子会社の財務処理等については、その健全性維持等を

目的として内部監査を定期的に実施する。

子会社の取締役の職務の執行状況については、定例的に開催される当社の執

行役員会等により適宜報告を受ける。

(6) 監査役がその職務を補助するべき使用人を置くことを求めた場合における当該

使用人に関する事項および監査役の補助使用人の取締役からの独立性および当

該使用人に対する監査役の指示の実効性の確保に関する事項

監査役が求めた場合、監査役の職務を補助する使用人を置く。また、当該使

用人の人選については、監査役の意見を参考として決定する。

監査役の職務を補助する使用人は、監査役を補佐し監査役会等において、監

査役からの指示を受けるとともに指示事項の進捗等の報告、情報提供等を行う。

(7) 取締役および使用人が監査役に報告をするための体制および当社子会社の取締

役、監査役および使用人またはこれらの者から報告を受けた者が監査役に報告

するための体制、その他監査役への報告に関する体制

取締役および使用人ならびに当社子会社の取締役、監査役および使用人は、

会社に著しい損失を及ぼすおそれのある事実があることを発見したとき、その

他監査役会が報告すべきものと定めた事項が生じたときは、監査役に報告する。

当社子会社の取締役、監査役および使用人は、監査役による子会社の監査に

際しては、経営状況のほか、監査役が求める事項について報告する。

(8) 監査役に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受け

ないことを確保するための体制

監査役へ報告を行った取締役および使用人ならびに当社子会社の取締役、監

査役および使用人については、当該報告を理由として不利な取扱いを行わない。

(9) 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続その他の当

該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

監査役がその職務の執行について、当社に対し費用の前払い等の請求をした

ときは、担当部門において審議のうえ、当該請求に係る費用または債務が当該

監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用

または債務を処理する。
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(10) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

代表取締役と監査役との定期的な意見交換をするほか、監査役は重要な会議

等に出席し、取締役および使用人との密接な情報交換を行うことができる。

（業務の適正を確保するための体制の運用状況）

当事業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下

のとおりであります。

①取締役の職務執行について

取締役会を12回開催し、社内規則に定められた重要な付議案件について、法

令・定款等への適合性及び業務の適正性を審議いたしました。

②監査役の職務執行について

監査役会を5回開催し、監査方針、監査計画を協議決定し、常勤監査役は重要

な会議へ出席するとともに、重要な決議書類等の監査を行いました。また、代

表取締役、内部統制室及び監査法人と定期的に情報交換を行うとともに、監査

上の問題点の有無や課題等について情報を共有し連携を図りました。

③内部監査の実施について

内部統制室は当社及び当社子会社に対して財務報告に係る内部監査及び業務

監査等を行い、内部統制報告書を作成し、取締役会に報告いたしました。

④コンプライアンスについて

コンプライアンスに抵触する事態の早期発見、解決に取り組むため、社内規

則の整備を行うとともに、全役職員に対し年度方針等において法令遵守の重要

性を説明し、コンプライアンスに関する意識向上に努めました。

⑤企業集団における業務の適正を確保するための体制について

当社の各部門及び子会社の業況につき毎月確認し、定例的に開催される執行

役員会等に適宜報告を受けました。また、毎月開催の取締役会において担当取

締役より業況報告を適時適切に行い情報の共有化を行いました。

7. 株式会社の支配に関する基本方針

該当事項はありません。

8. 株式会社の状況に関する重要な事項

該当事項はありません。

(注) 本事業報告中の記載金額および持株数は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結貸借対照表

(2023年３月31日現在)
(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

(資産の部) (負債の部)

流 動 資 産 (7,731,234) 流 動 負 債 (1,692,814)

現 金 及 び 預 金 448,400 買 掛 金 812,113

受取手形及び売掛金 858,245 リ ー ス 債 務 3,106

電 子 記 録 債 権 784,900 未 払 金 468,333

商 品 及 び 製 品 1,336,108 未 払 法 人 税 等 33,833

仕 掛 品 1,126,232 未 払 事 業 所 税 22,794

原材料及び貯蔵品 437,391 未 払 消 費 税 等 48,762

預 け 金 2,702,081 賞 与 引 当 金 207,944

そ の 他 38,737 そ の 他 95,925

貸 倒 引 当 金 △862

固 定 資 産 (7,010,904) 固 定 負 債 (395,947)

有 形 固 定 資 産 (6,744,239) リ ー ス 債 務 11,807

建 物 及 び 構 築 物 6,384,901 退職給付に係る負債 384,139

機械装置及び運搬具 12,215,135

土 地 1,860,198

リ ー ス 資 産 40,887

建 設 仮 勘 定 37,191 負 債 合 計 2,088,761

そ の 他 757,895 (純資産の部)

減 価 償 却 累 計 額 △14,551,969 株 主 資 本 (12,650,166)

無 形 固 定 資 産 (18,468) 資 本 金 1,557,000

そ の 他 18,468 資 本 剰 余 金 1,566,000

投資その他の資産 (248,196) 利 益 剰 余 金 9,730,516

繰 延 税 金 資 産 219,927 自 己 株 式 △203,349

そ の 他 29,821 その他の包括利益累計額 (3,210)

貸 倒 引 当 金 △1,552 為替換算調整勘定 3,210

純 資 産 合 計 12,653,377

資 産 合 計 14,742,138 負 債 純 資 産 合 計 14,742,138

(注)記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

(2022年４月１日から2023年３月31日まで)
(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 8,834,274

売 上 原 価 6,525,441

売 上 総 利 益 2,308,833

販売費及び一般管理費 1,607,921

営 業 利 益 700,911

営 業 外 収 益

受 取 利 息 5,454

そ の 他 収 益 51,711 57,165

営 業 外 費 用

支 払 利 息 267

そ の 他 費 用 16,329 16,596

経 常 利 益 741,481

特 別 利 益

紹 介 手 数 料 40,000 40,000

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損 49,737 49,737

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 731,743

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 157,789

法 人 税 等 調 整 額 29,759 187,548

当 期 純 利 益 544,194

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 544,194

(注)記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(2022年４月１日から2023年３月31日まで)
(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,557,000 1,566,000 9,418,094 △203,165 12,337,929

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △231,772 △231,772

親会社株主に帰属する当期純利益 544,194 544,194

自 己 株 式 の 取 得 △184 △184

株主資本以外の項目の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 312,421 △184 312,237

当 期 末 残 高 1,557,000 1,566,000 9,730,516 △203,349 12,650,166

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純資産合計為替換算
調整勘定

その他の包括利益累計額合計

当 期 首 残 高 △9,133 △9,133 12,328,796

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △231,772

親会社株主に帰属する当期純利益 544,194

自 己 株 式 の 取 得 △184

株主資本以外の項目の当期変動額(純額) 12,343 12,343 12,343

当 期 変 動 額 合 計 12,343 12,343 324,580

当 期 末 残 高 3,210 3,210 12,653,377

（注)記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

1.連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 ２社

パウダーテックインターナショナルコープ、㈱ワンダーキープ高萩

2.持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の関連会社数

該当事項はありません。

(2) 持分法を適用していない非連結子会社

該当事項はありません。

なお、前連結会計年度まで持分法を適用していない非連結子会社であった株式会

社ピーティーエスは、当連結会計年度において清算が完了しております。

（持分法を適用しない理由）

持分法非適用会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分

法の適用から除外しております。

3.会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準および評価方法

棚 卸 資 産

移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による

簿価切下げの方法）によっております。

有 価 証 券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法によっております。

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主として移

動平均法により算定）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法によっております。

デ リ バ テ ィ ブ

時価法によっております。
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

主として定率法によっております。

ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並び

に2016年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額

法を採用しております。

主な耐用年数 建物及び構築物 5～38年

機械装置及び運搬具 2～8年

無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

主な耐用年数 自社利用のソフトウエア 5年

リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロ（残価保証の取り決めが

ある場合には残価保証額）とする定額法によっております。

(3) 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

売掛金、貸付金等債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に債権の回収

可能性を検討し計上しております。

賞与引当金

従業員に対する賞与支給見込額のうち、当期負担額を当期の費用に計上

するため設定したものであり、支給見込額基準により計上しております。
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(4) 収益及び費用の計上基準

① 企業の主要な事業における主な履行義務の内容

機能性材料事業においては、主に複合機・プリンター業界向けに電子写真用

キャリアの製造・販売を行っております。また、鉄粉事業においては、カイロ

用、粉末冶金用などの各種鉄粉及び脱酸素剤他の製造・販売を行っておりま

す。いずれも顧客との販売契約に基づいて製品を引き渡す履行義務を負ってお

ります。

② 企業が当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）

製品の販売については、製品を顧客に引き渡した時点又は顧客が検収した時

点で収益を認識しております。ただし、国内販売については、製品の出荷時か

ら当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合に

は、出荷時に収益を認識しております。また、輸出販売については、貿易上の

諸条件等に基づきリスク負担が顧客に移転した時に収益を認識することとして

おります。

なお、製品の販売のうち、当社及び連結子会社が代理人に該当すると判断し

たものについては、他の当事者が提供する製品と交換に受け取る額から当該他

の当事者に支払う額を控除した純額を収益として認識しております。

(5) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、パウダーテックインターナショナルコープの決算日は12

月31日であります。連結計算書類の作成にあたっては同日現在の計算書類を使

用しております。なお、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連

結上必要な調整を行っております。

(6) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。なお、在外連結子会社は決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に

含めて計上しております。
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(7) 重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

将来の棚卸資産（主として原料）の購入に係る為替相場の変動によるリスク

を回避する目的で、為替予約取引を利用できる社内規則を設けております。

③ヘッジ方針

ヘッジの手段であるデリバティブ取引は、実需の範囲内で行う方針としてお

ります。

④ヘッジ有効性評価の方法

為替予約取引については、ヘッジ対象の予定取引と重要な条件がほぼ同じで

あり、ヘッジに高い有効性があるとみなされるため、ヘッジの有効性の判定を

省略しております。

(8) 退職給付に係る負債並びに退職給付費用の処理方法

退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都

合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

（会計上の見積りに関する注記）

1.繰延税金資産の回収可能性

(1) 当連結会計年度の連結貸借対照表に計上した金額

繰延税金資産 219,927千円

(2) 会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情
報

繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金

額によって見積っております。当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動

などによって影響を受ける可能性があり、実際に発生した課税所得の時期及び

金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度の連結計算書類において、繰延

税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

当社は、新型コロナウイルス感染症に対する各国での対策と行動制限の緩和

や廃止により、経済活動の正常化が進むと予想しており、翌連結会計年度以降、

主力製品の需要の回復は継続すると仮定し、繰延税金資産の回収可能性を見積

っております。
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（連結貸借対照表に関する注記）

1.債権流動化に伴う買戻義務 7,312千円

2.国庫補助金等に係る資産の取得価額の直接圧縮累計額は439,499千円であります。

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

1.発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末

普通株式（株） 2,970,000 ― ― 2,970,000

2.自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末

普通株式（株） 72,840 80 ― 72,920

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取による増加 80株

3.配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

2022年6月24日
定時株主総会

普通株式 231,772 80.00 2022年3月31日 2022年6月27日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計

年度の末日後となるもの

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

2023年6月23日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 231,766 80.00 2023年3月31日 2023年6月26日
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（金融商品に関する注記）

1.金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資

金調達については銀行等金融機関からの借入を基本方針としております。デ

リバティブ取引は、為替、金利および原料価格の変動リスクを回避すること

を目的としており、投機的な取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容およびそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形、電子記録債権および売掛金は、顧客の信用リス

クに晒されています。当該リスクに関しては、当社グループの販売管理規則

および与信限度管理規則に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行う

とともに、主な取引先の信用状況を定期的に把握する体制としています。

営業債務である買掛金、未払金は、そのほとんどが1年以内の支払期日であ

ります。

また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社グル

ープでは、各社ごとに月次資金繰り計画を作成するなどの方法により管理し

ております。

デリバティブ取引の内容および目的は、外貨建債権債務取引および棚卸資

産（主として輸入原料）の購入について、将来の為替相場の変動による損失

を回避する目的で為替予約取引を利用できる社内規則を設けております。輸

入予定取引については、繰延ヘッジ処理によるヘッジ会計を適用しておりま

す。また、金融機関からの借入金の一部について、支払金利を低減する目的

で金利スワップ取引を、国際相場の影響を受ける原料の価格変動によるリス

クを回避する目的で金属先渡取引を利用できる社内規則を設けております。

これらの取引は、それぞれ為替相場、市場金利および金属相場の変動による

リスクを有しております。なお、当該取引の契約先は信用度の高い金融機関、

大手商社に限っているため、相手先の契約不履行によるリスクはほとんどな

いと認識しております。リスク管理体制については、社内規則、決裁基準に

従い、為替予約取引、金利スワップ取引は経営管理部にて、金属先渡取引に

ついては生産本部が取引の実行、管理を行い、日常の取引は経営管理部長に

報告、６ヵ月に１回、当該期間におけるデリバティブ取引状況を執行役員会

へ報告することとしております。
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2. 金融商品の時価等に関する事項

該当事項はありません。

なお、「現金及び預金」、「受取手形」、「売掛金」、「電子記録債権」、「預け金」、

「買掛金」および「未払金」については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額

に近似することから注記を省略しております。また、重要性が乏しいものについ

ても注記を省略しております。

（賃貸等不動産に関する注記）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

（収益認識に関する注記）

1.顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：千円)

機能性材料

事業
鉄粉事業 合計 その他

連結計算書類

計上額

売上高

顧客との契約から

生じる収益
7,456,073 1,378,200 8,834,274 ― 8,834,274

外部顧客への売上

高
7,456,073 1,378,200 8,834,274 ― 8,834,274

2.収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は、「（連結計算書類の作成のための基本とな

る重要な事項に関する注記等） ３．会計方針に関する事項 （4）収益及び費用の計

上基準」に記載のとおりです。
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（１株当たり情報に関する注記）

1.１株当たり純資産額 4,367円63銭

2.１株当たり当期純利益 187円84銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記

載しておりません。

（注）算定上の基礎

1.１株当たり純資産額

連結貸借対照表の純資産の部の合計額（千円） 12,653,377

普通株式に係る純資産額（千円） 12,653,377

普通株式の発行済株式数（株） 2,970,000

普通株式の自己株式数（株） 72,920

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数(株) 2,897,080

2.１株当たり当期純利益

連結損益計算書上の親会社株主に帰属する当期純利益（千円） 544,194

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益（千円） 544,194

普通株主に帰属しない金額（千円） ―

普通株式の期中平均株式数（株） 2,897,120

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表

(2023年３月31日現在)
(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

(資産の部) (負債の部)

流 動 資 産 (7,469,116) 流 動 負 債 (1,553,649)

現 金 及 び 預 金 200,793 買 掛 金 756,382

受 取 手 形 9,535 リ ー ス 債 務 3,106

電 子 記 録 債 権 784,900 未 払 金 450,104

売 掛 金 941,091 未 払 法 人 税 等 18,424

商 品 及 び 製 品 1,214,666 未 払 事 業 所 税 22,794

仕 掛 品 1,126,232 未 払 消 費 税 等 37,954

原材料及び貯蔵品 361,215 未 払 費 用 47,122

前 払 費 用 7,676 預 り 金 25,657

短 期 貸 付 金 86,250 賞 与 引 当 金 192,000

預 け 金 2,702,081 そ の 他 101

そ の 他 35,577

貸 倒 引 当 金 △905

固 定 資 産 (6,960,765) 固 定 負 債 (395,947)

有 形 固 定 資 産 (6,544,155) リ ー ス 債 務 11,807

建 物 5,348,242 退 職 給 付 引 当 金 384,139

構 築 物 737,910

機 械 及 び 装 置 11,443,625

車 両 運 搬 具 46,147

工 具 器 具 備 品 704,271 負 債 合 計 1,949,597

土 地 1,860,198 (純資産の部)

リ ー ス 資 産 40,887 株 主 資 本 (12,480,284)

建 設 仮 勘 定 37,191 資 本 金 1,557,000

減 価 償 却 累 計 額 △13,674,318 資 本 剰 余 金 (1,566,000)

無 形 固 定 資 産 (18,468) 資 本 準 備 金 1,566,000

施 設 利 用 権 14,718 利 益 剰 余 金 (9,560,634)

電 話 加 入 権 1,865 利 益 準 備 金 200,826

ソ フ ト ウ エ ア 1,884 その他利益剰余金 (9,359,807)

投資その他の資産 (398,141) 別 途 積 立 金 700,000

関 係 会 社 株 式 136,177 繰 越 利 益 剰 余 金 8,659,807

長 期 貸 付 金 31,250 自 己 株 式 △203,349

繰 延 税 金 資 産 204,020

そ の 他 28,250

貸 倒 引 当 金 △1,558 純 資 産 合 計 12,480,284

資 産 合 計 14,429,881 負 債 純 資 産 合 計 14,429,881

(注)記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

― 35 ―

2023年05月17日 22時25分 $FOLDER; 35ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



損 益 計 算 書

(2022年４月１日から2023年３月31日まで)
(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 8,340,126

売 上 原 価 6,278,498

売 上 総 利 益 2,061,627

販売費及び一般管理費 1,421,414

営 業 利 益 640,212

営 業 外 収 益

受 取 利 息 7,197

そ の 他 収 益 61,936 69,133

営 業 外 費 用

支 払 利 息 225

そ の 他 費 用 27,946 28,172

経 常 利 益 681,173

特 別 利 益

紹 介 手 数 料 40,000 40,000

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損 49,737 49,737

税 引 前 当 期 純 利 益 671,436

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 133,781

法 人 税 等 調 整 額 32,118 165,900

当 期 純 利 益 505,535

(注)記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(2022年４月１日から2023年３月31日まで)
(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 資本剰余金合計

当 期 首 残 高 1,557,000 1,566,000 1,566,000

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ―

当 期 末 残 高 1,557,000 1,566,000 1,566,000

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計別途積立金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 200,826 700,000 8,386,045 9,286,871 △203,165 12,206,706

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △231,772 △231,772 △231,772

当 期 純 利 益 505,535 505,535 505,535

自 己 株 式 の 取 得 △184 △184

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 273,762 273,762 △184 273,578

当 期 末 残 高 200,826 700,000 8,659,807 9,560,634 △203,349 12,480,284
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純資産合計

当 期 首 残 高 12,206,706

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △231,772

当 期 純 利 益 505,535

自 己 株 式 の 取 得 △184

当 期 変 動 額 合 計 273,578

当 期 末 残 高 12,480,284

（注)記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

― 38 ―

2023年05月17日 22時25分 $FOLDER; 38ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

1.資産の評価基準および評価方法

棚 卸 資 産

移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による

簿価切下げの方法）によっております。

有 価 証 券

子会社株式 移動平均法による原価法によっております。

その他有価証券

市場価格のない株式等以外もの

時価法によっております。

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主として移

動平均法により算定）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法によっております。

デリバティブ取引

時価法によっております。

2.固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

主として定率法によっております。

ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並び

に2016年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額

法を採用しております。

主な耐用年数 建物及び構築物 5～38年

機械装置及び運搬具 2～8年

無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

主な耐用年数 自社利用のソフトウエア 5年

リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロ（残価保証の取り決めがあ

る場合には残価保証額）とする定額法によっております。
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3.引当金の計上基準

貸倒引当金

売掛金、貸付金等債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に債権の回収

可能性を検討し計上しております。

賞与引当金

従業員に対する賞与支給見込額のうち、当期負担額を当期の費用に計上

するため設定したものであり、支給見込額基準により計上しております。

退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、退職給付引当金及び退職給付費用の計

算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を

用いた簡便法を適用しております。

4.収益及び費用の計上基準

① 企業の主要な事業における主な履行義務の内容

機能性材料事業においては、主に複合機・プリンター業界向けに電子写真

用キャリアの製造・販売を行っております。また、鉄粉事業においては、カ

イロ用、粉末冶金用などの各種鉄粉及び脱酸素剤他の製造・販売を行ってお

ります。いずれも顧客との販売契約に基づいて製品を引き渡す履行義務を負

っております。

② 企業が当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）

製品の販売については、製品を顧客に引き渡した時点又は顧客が検収した

時点で収益を認識しております。ただし、国内販売については、製品の出荷

時から当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である

場合には、出荷時に収益を認識しております。また、輸出販売については、

貿易上の諸条件等に基づきリスク負担が顧客に移転した時に収益を認識する

こととしております。

なお、製品の販売のうち、当社が代理人に該当すると判断したものについ

ては、他の当事者が提供する製品と交換に受け取る額から当該他の当事者に

支払う額を控除した純額を収益として認識しております。
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5.重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。

6.ヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

将来の棚卸資産（主として原料）の購入に係る為替相場の変動によるリ

スクを回避する目的で、為替予約取引を利用できる社内規則を設けており

ます。

③ヘッジ方針

ヘッジの手段であるデリバティブ取引は、実需の範囲内で行う方針とし

ております。

④ヘッジ有効性評価の方法

為替予約取引については、ヘッジ対象の予定取引と重要な条件がほぼ同

じであり、ヘッジに高い有効性があるとみなされるため、ヘッジの有効性

の判断を省略しております。

（会計上の見積りに関する注記）

1.繰延税金資産の回収可能性

(1) 当事業年度の貸借対照表に計上した金額

繰延税金資産 204,020千円

(2) 会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の
情報

繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及

び金額によって見積っております。当該見積りは、将来の不確実な経済条

件の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際に発生した課税所

得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌事業年度の計算書類におい

て、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

当社は、新型コロナウイルス感染症に対する各国での対策と行動制限の

緩和や廃止により、経済活動の正常化が進むと予想しており、翌事業年度

以降、主力製品の需要の回復が継続すると仮定し、繰延税金資産の回収可

能性を見積っております。
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（貸借対照表に関する注記）

1.関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 2,915,132千円

長期金銭債権 31,250千円

短期金銭債務 126,946千円

2.債権流動化に伴う買戻義務 7,312千円

3.国庫補助金等に係る資産の取得価額の直接圧縮累計額は439,499千円でありま

す。

（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高 241,138千円

仕入高 575,974千円

販売費及び一般管理費 63,344千円

営業取引以外の取引による取引高 38,409千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 72,920株

（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

未払事業税 5,138千円

未払社会保険料 8,970

賞与引当金 58,483

退職給付引当金 117,399

ゴルフ会員権評価損 16,273

その他 19,013

繰延税金資産小計 225,279千円

評価性引当額 △21,258

繰延税金資産合計 204,020千円
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（関連当事者との取引に関する注記）

1.親会社及び法人主要株主等

(単位：千円)

種 類
会社等
の名称

議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

その他の
関係会社

三井金属
鉱 業 ㈱

被所有
直接 35.5％

資金の預入
役員の兼任

資金の引出
（注１）

利息の受取
（注２）

909,090

5,447

預け金 2,702,081

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）資金の預入の取引金額については、預入と引出の純増減額を記載しております。
（注２）預け金については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

2.子会社及び関連会社等

(単位：千円)

種 類
会社等
の名称

議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子会社 ㈱ワンダ
ーキープ
高萩

所有
直接 100％

同社製品の
購入
役員の兼任

資金の貸付

脱酸素剤関
連製品の購
入(注１)、
（注３）

資金の返済

利息の受取
（注２）

1,046,396

8,750

1,742

買掛金

短期貸

付金

長期貸

付金

105,037

86,250

31,250

子会社 パウダー
テックイ
ンターナ
ショナル
コープ

所有
直接 100％

当社製品の
販売
役員の兼任

キャリア製
品 の 販 売
（注１)

241,111 売掛金 117,790

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して決定しております。
（注２）貸付金については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
（注３）一部の取引については代理人としての会計処理を採用しておりますが、当該取引にかかる購入

金額476,001千円を含む総額で取引金額を記載しております。
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（１株当たり情報に関する注記）

1.１株当たり純資産額 4,307円88銭

2.１株当たり当期純利益 174円50銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないた

め記載しておりません。

（注）算定上の基礎
1.１株当たり純資産額

貸借対照表の純資産の部の合計額（千円） 12,480,284

普通株式に係る純資産額（千円） 12,480,284

普通株式の発行済株式数（株） 2,970,000

普通株式の自己株式数（株） 72,920

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数（株) 2,897,080

2.１株当たり当期純利益

損益計算書上の当期純利益（千円） 505,535

普通株式に係る当期純利益（千円） 505,535

普通株主に帰属しない金額（千円） ―

普通株式の期中平均株式数（株） 2,897,120

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人監査報告書

独立監査人の監査報告書

2023年5月12日

パウダーテック株式会社
取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 永 峯 輝 一

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 田 原 諭

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、パウダーテック株式会社の

2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、
連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表につい
て監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に準拠して、パウダーテック株式会社及び連結子会社からなる企業
集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点におい
て適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査におけ
る監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関す
る規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその
他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適
切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その

他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、そ
の他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれ
ておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通
読の過程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で
得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な
相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにあ
る。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判
断した場合には、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬に
よる重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要
と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書
類を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場
合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の
職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に

不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監
査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。
虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連
結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性
があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査
の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を
実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚
偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は
監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入
手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのも
のではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行
われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどう
か、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる
ような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継
続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連
結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計
算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表
明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査
証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続でき
なくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連
結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事
象を適正に表示しているかどうかを評価する。
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・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に
関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関す
る指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責
任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監

査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び
監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫
理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考
えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場
合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規

定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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会計監査人監査報告書

独立監査人の監査報告書

2023年5月12日

パウダーテック株式会社
取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 永 峯 輝 一

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 田 原 諭

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、パウダーテック株式会

社の2022年４月１日から2023年３月31日までの第57期事業年度の計算書類、すなわち、
貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細
書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる
企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全
ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における
監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する
規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任
を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入
手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その

他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、そ
の他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれて
おらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読
の過程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た
知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違
以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判
断した場合には、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬によ
る重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判
断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を
作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合に
は当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の
職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不

正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査
報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽
表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書
類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性がある
と判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査
の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を
実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚
偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は
監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入
手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもの
ではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続
を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行
われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、
また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるよう
な事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企
業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書
類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の
注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明すること
が求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づ
いているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可
能性がある。
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・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる
企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算
書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適
正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監

査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び
監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫
理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考
えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場
合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す

べき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書

監 査 報 告 書
当監査役会は、2022年4月1日から2023年3月31日までの第57期事業年度の取締役の職務の執行に関し

て、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見として、本監査
報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1.監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告

を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。

各監査役は、監査の方針、職務の分担等に従い、インターネット等を経由した手段も活用しながら、
取締役及び内部統制室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努める
とともに、以下の方法で監査を実施しました。

取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財
産の状況を調査いたしました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の
交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社
法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基
づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の
状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、
会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号
に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備し
ている旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借
対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

2.監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているもの
と認めます。

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認め
られません。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統
制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事
項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2023年5月12日

パウダーテック株式会社 監査役会

常勤監査役 山 縣 誠 ㊞
監査役 中 村 政 昭 ㊞
監査役 落 合 健 司 ㊞

注1）監査役 山縣誠、中村政昭及び落合健司は、会社法第2条第16号、第335条第3項に定める社外監

査役であります。

以上
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株主総会参考書類

議案および参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件

当社は、業績などを総合的に勘案しながら、株主の皆様へ安定かつ継続的に

利益還元を行うことを基本方針としております。この方針に基づき、当期の配

当につきましては、１株につき80円とさせていただきたく存じます。

期末配当に関する事項

①配当財産の種類

金銭

②配当財産の割り当てに関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき金80円

配当総額231,766,400円

③剰余金の配当が効力を生じる日

2023年６月26日
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第２号議案 取締役10名選任の件

取締役10名全員は本総会終結のときをもって任期満了となります。つきまし

ては、あらたに取締役10名の選任をお願いいたしたいと存じます。

取締役候補者は次のとおりであります。
候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位および担当
ならびに重要な兼職の状況

所有する当社
株式の数

１

菊
き く ち

池 節
みさお

（1950年４月９日生）

【 再任 】

1998年６月 当社監査役

―株

1999年６月 当社取締役

2003年１月 ㈱南悠商社代表取締役副社長

2003年３月 京葉瓦斯㈱取締役

2014年６月 当社代表取締役副会長

2016年６月 当社代表取締役会長（現任）

2016年８月 京葉瓦斯㈱代表取締役副社長

2016年９月 ㈱南悠商社代表取締役社長（現任）

2016年10月 京葉瓦斯㈱代表取締役会長（現任）

〔重要な兼職の状況〕

㈱南悠商社代表取締役社長

京葉瓦斯㈱代表取締役会長

【取締役候補者とした理由】

他会社において代表取締役を務めるなど企業経営に関する豊富な経験を有し、1998年６月か

ら当社監査役、取締役を歴任し、2014年６月から当社代表取締役として経営を担っておりま

す。引き続きその豊富な経験と見識を当社の経営に活かしたいため、取締役候補者とするも

のであります。

２

丸
ま る や ま

山 憲
の り ゆ き

行

（1962年５月３日生）

【 再任 】

2013年６月 三井金属鉱業㈱経営企画部 経営企画室長

1,500株

三井金属貿易（上海）有限公司 董事長

2016年４月 三井金属鉱業㈱執行役員 経営企画本部 人

事部長

2018年４月 三井金属鉱業㈱執行役員 機能材料事業本

部 機能粉事業部長

2018年６月 当社監査役

2019年10月 三井金属鉱業㈱執行役員 機能材料事業本

部 副本部長

2021年４月 三井金属鉱業㈱執行役員 社長特命事項担

当

2021年６月 当社取締役 兼 執行役員企画室長

2022年４月 当社取締役 兼 執行役員営業本部長（現

任）

【取締役候補者とした理由】

他会社において経営、営業および人事部門に精通し豊富な経験と見識を有しております。

2018年６月から当社監査役、取締役を歴任し、2022年４月から営業本部長として営業部門な

らびに経営を担っております。引き続きその豊富な経験と見識を当社の経営に活かしたいた

め、取締役候補者とするものであります。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位および担当
ならびに重要な兼職の状況

所有する当社
株式の数

３

中
なかがわ

川 達 也
た つ や

（1976年１月21日生）

【 再任 】

2000年10月 弁護士登録（第二東京弁護士会）

染井・前田法律事務所入所

―株

2004年10月 染井・前田・中川法律事務所パートナー

（現任）

2007年３月 当社顧問弁護士

2010年６月 当社取締役（現任）

2015年12月 ㈱ネオマーケティング社外取締役監査等委

員（現任）

2019年３月 ㈱グッピーズ社外監査役（現任）

〔重要な兼職の状況〕

染井・前田・中川法律事務所パートナー

㈱ネオマーケティング社外取締役監査等委員

㈱グッピーズ社外監査役

【社外取締役候補者とした理由】

弁護士としての専門的知識・経験等を有しており、その豊富な経験と見識を引き続き当社経

営に活かしたいため、社外取締役候補者とするものであります。

なお、同氏は直接会社経営に関与された経験はありませんが、弁護士としての専門的知識・

経験等に基づき、社外取締役として独立性をもって経営の監督や指名・報酬委員会の職務を

期待しており、適切に遂行できるものと判断しております。

４

樋
ひ ぐ ち

口 真 道
まさみち

（1966年８月15日生）

【 再任 】

2007年３月 京葉瓦斯㈱総務人事部付 ㈱南悠商社出向

総務経理部 次長

―株

2012年２月 ㈱南悠商社 総務部長（現任）

2012年６月 当社監査役

2018年６月 当社取締役（現任）

〔重要な兼職の状況〕

㈱南悠商社 総務部長

【社外取締役候補者とした理由】

他会社において総務部長を務めるなど豊富な経験と見識を有しており、2012年６月に当社監

査役、2018年６月に当社取締役に就任し監督機能を担っております。引き続き当社の監督機

能充実のため、社外取締役候補者とするものであります。

また、上記の経験と見識等に基づき、社外取締役として客観性をもって経営の監督を期待し

ており、適切に遂行できるものと判断しております。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位および担当
ならびに重要な兼職の状況

所有する当社
株式の数

５

納
のう

武 士
た け し

（1961年12月３日生）

【 再任 】

2014年４月 三井金属鉱業㈱執行役員 金属事業本部 金

属事業部 技術統括部長

―株

2015年６月 三井金属鉱業㈱取締役 兼 常務執行役員

機能材料事業本部 副本部長 兼 機能材料

事業本部 企画部長

2016年４月 三井金属鉱業㈱代表取締役常務取締役 兼

常務執行役員 機能材料事業本部長

2016年６月 当社監査役

2018年６月 当社取締役（現任）

2020年４月 三井金属鉱業㈱代表取締役副社長 兼 副社

長執行役員 事業創造本部長

2021年４月 三井金属鉱業㈱代表取締役社長（現任）

〔重要な兼職の状況〕

三井金属鉱業㈱代表取締役社長

【社外取締役候補者とした理由】

他会社において代表取締役を務めるなど企業経営に関する豊富な経験と見識を有しており、

2016年６月に当社監査役、2018年６月に当社取締役に就任し監督機能を担っております。引

き続き当社の監督機能充実のため、社外取締役候補者とするものであります。

また、上記の経験と見識等に基づき、社外取締役として客観性をもって経営の監督や指名・

報酬委員会の職務を期待しており、適切に遂行できるものと判断しております。

６

倉
くらもち

持 正 一
まさかず

（1963年２月12日生）

【 再任 】

2006年10月 当社経営管理部 経理担当部長

3,600株

2012年10月 当社経営管理部 次長

2016年４月 当社経営管理部長

2018年６月 当社取締役経営管理部長

2021年６月 当社取締役 兼 常務執行役員 経営管理部

長

2022年４月 当社取締役 兼 常務執行役員 管理本部長

（現任）

【取締役候補者とした理由】

当社の経営管理の業務に精通し、豊富な経験と実績を有しております。2018年６月に当社取

締役に就任し管理部門ならびに経営を担っております。引き続きその豊富な経験と見識を当

社の経営に活かしたいため、取締役候補者とするものであります。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位および担当
ならびに重要な兼職の状況

所有する当社
株式の数

７

久保
く ぼ た

田 洋
ひろし

（1961年９月30日生）

【 再任 】

2012年10月 三井金属計測機工㈱常務取締役 兼 営業統

括部長

1,000株

2015年４月 当社鉄粉事業部 副事業部長

2015年６月 ㈱ワンダーキープ高萩取締役

2018年６月 当社取締役鉄粉事業部長

2018年６月 ㈱ワンダーキープ高萩代表取締役社長（現

任）

2021年６月 当社取締役 兼 常務執行役員 鉄粉事業部

長

2023年４月 当社取締役 兼 常務執行役員 品質保持剤

事業部長（現任）

〔重要な兼職の状況〕

㈱ワンダーキープ高萩代表取締役社長

【取締役候補者とした理由】

他会社において取締役を務めるなど企業経営に関する豊富な経験と実績を有しております。

2015年４月に当社鉄粉事業部副事業部長、同年６月には㈱ワンダーキープ高萩の取締役を兼

任し事業運営を行い、2018年６月に当社取締役に就任しました。品質保持剤事業の業務全般

ならびに経営を担っております。引き続きその豊富な経験と見識を当社の経営に活かしたい

ため、取締役候補者とするものであります。

８

板
いたごし

越 剛
つよし

（1966年12月15日生）

【 再任 】

2010年10月 当社キャリア事業部研究開発部長

500株

2016年４月 当社キャリア事業部製造部長

2018年４月 当社キャリア事業部副事業部長 兼 製造部

長

2019年４月 当社キャリア事業部長

2019年６月 当社取締役キャリア事業部長

2021年６月 当社取締役 兼 執行役員 キャリア事業部

長

2022年４月 当社取締役 兼 執行役員 生産本部長（現

任）

【取締役候補者とした理由】

当社の主力であるキャリア事業の開発、製造部門に精通し、豊富な経験と実績を有しており

ます。2022年４月から生産本部長として生産部門ならびに経営を担っております。引き続き

その豊富な経験と見識を当社の経営に活かしたいため、取締役候補者とするものでありま

す。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位および担当
ならびに重要な兼職の状況

所有する当社
株式の数

９

森
もり

隆 男
た か お

（1958年９月25日生）

【 再任 】

1991年３月 公認会計士登録

1,900株

2001年７月 公認会計士森隆男事務所開設 所長（現任）

2003年５月 税理士登録

2013年９月 青南監査法人社員

2015年６月 ㈱アイセイ薬局社外取締役

2016年３月 京葉瓦斯㈱社外取締役（現任）

2018年１月 青南監査法人代表社員（現任）

2021年６月 当社取締役（現任）

〔重要な兼職の状況〕

公認会計士森隆男事務所所長

京葉瓦斯㈱社外取締役

青南監査法人代表社員

【社外取締役候補者とした理由】

公認会計士および税理士としての専門的知識・経験等を有しており、その豊富な経験と見識

を当社経営に活かしたいため、社外取締役候補者とするものであります。

なお、同氏は直接会社経営に関与された経験はありませんが、公認会計士および税理士とし

ての専門的知識・経験等に基づき、社外取締役として独立性をもって経営の監督や指名・報

酬委員会の職務を期待しており、適切に遂行できるものと判断しております。

10

小 林 弘 道
こばやし ひろみち

（1969年７月２日生）

【 新任 】

1993年４月 当社入社

1,400株

2012年４月 当社キャリア事業部開発部次長

2016年４月 当社市場開発部長 兼 キャリア事業部開発

部長

2019年４月 当社市場開発部長

2021年６月 当社執行役員市場開発部長

パウダーテックインターナショナルコープ

取締役（現任）

2022年４月 当社執行役員開発本部長 兼 市場開発部長

（現任）

【取締役候補者とした理由】

当社の主力であるキャリア事業の開発部門に精通し、豊富な経験と実績を有しております。

2022年４月から当社開発本部長として業務全般を統括しております。その豊富な経験と見識

を当社の経営に活かしたいため、取締役候補者とするものであります。

（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．取締役候補者のうち中川 達也、樋口 真道、納 武士、森 隆男の４氏は社外取締役候補者で

あります。

３．社外取締役候補者に関する特記事項

（1）中川 達也氏の当社社外取締役就任期間は本総会終結のときをもって13年となります。

（2）樋口 真道氏の当社社外取締役就任期間は本総会終結のときをもって５年となります。

（3）納 武士氏の当社社外取締役就任期間は本総会終結のときをもって５年となります。

(4) 森 隆男氏の当社社外取締役就任期間は本総会終結のときをもって２年となります。

（5）当社は、中川達也氏および森 隆男氏と会社法第423条第1項の責任について、その職務を

行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、法令で定める責任限度額に限定しうる

旨の責任限定契約を締結しております。本総会において、両氏の再任が承認された場合、

本契約を継続する予定であります。

（6）中川 達也氏および森 隆男氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出

ており、再任された場合、引き続き独立役員となる予定であります。
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４．当社は、取締役全員を被保険者とする役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、

被保険者である取締役がその職務の執行に関し責任を負うことまたは当該責任の追及に係る

請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約により補填することとして

おります。なお、各候補者が取締役に就任した場合は、当該保険契約の被保険者となり、

2023年7月1日に当該保険契約を更新する予定であります。

（ご参考）承認された場合の取締役会のスキルマトリックス

当社は、取締役会を経営理念、行動指針、経営戦略に照らし、当社が必要とする豊

富な経験、高い見識、高度な専門性と能力を有する当社取締役に相応しい人物により

構成することとしております。

具体的には、当社の中長期的な課題と中期経営計画の達成のために必要と考えられ

るスキルを特定しております。これらについては必要に応じて見直しをする予定であ

ります。

氏名
企業
経営

事業
戦略

財務
会計

法務、
コンプ
ライア
ンス

人事/
労務、
人材
開発

製造
技術、
研究
開発

営業、
マーケ
ティン
グ

国際性

菊池 節 ● ● ●

丸山 憲行 ● ● ● ●

中川 達也 ● ●

樋口 真道 ● ● ●

納 武士 ● ● ● ●

倉持 正一 ● ● ●

久保田 洋 ● ● ●

板越 剛 ● ● ●

森 隆男 ● ●

小林 弘道 ● ● ●

以 上
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至三郷

国立がん研究センター

味の民芸

GS

GS

バス停

アトックス

（金属工業団地前）

弊社工場

至松戸

至上野

国道 6 号線

JR柏駅 至我孫子
至千葉

至我孫子

国
道
1
6
号
線

十余二

若柴

至谷田部

至野田

常磐自動車道 柏I.C

本社事務所

至上野

至野田 柏駅

西口

至我孫子

JR常磐線

柏高島屋

りそな
銀行

至国道 6 号線

弊社バス
乗場

東武アーバン
パークライン

N

南関東日野

十余二
工業団地

入口

株主総会会場ご案内図

千葉県柏市高田1201番12

当社本社事務所３階 大会議室

■電車ご利用の場合

● JR常磐線、千代田線、東武アーバンパークライン（東武野田線）柏駅下車

にて、西口の企業バス乗り場に待機の午前９時20分発予定の当社社名入り

バスをご利用ください。（柏駅より約15分）

■お車ご利用の場合

● 常磐自動車道柏インターチェンジより約15分(約６km）

■路線バスご利用の場合

● 柏駅西口、東武バス２番乗場より「県民プラザ」「柏の葉キャンパス駅西

口」、または「国立がん研究センター」行きにご乗車、「金属工業団地前」

にて下車、徒歩約３分です。

〈新型コロナウイルス感染拡大防止への対応について〉

公的指針等に従い、会場にて感染対策に関する制限・ご依頼を申し上げる場合が

ございますので、あらかじめご了承ください。今後、株主総会の運営方法に大き

な 変 更 が 生 ず る 場 合 は、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト

（https://www.powder-tech.co.jp/）にてお知らせいたします。
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